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現在，住宅団地は建物の老朽化と住民の高齢化の進行により環境整備を見直す時期に加え，相次ぐ自然

災害による防災意識の高まりから，特に防災機能を考慮した環境整備が求められている．住宅団地におけ

る防災の取り組みのうち，特に重要となるのが共助であるため，住宅の整備を通じて，共助を促すような

防災対策を明らかにする必要がある．本研究は，福岡市内の住宅団地を対象として自治会関係者や団地住

民へのアンケート調査およびヒアリング調査を実施し、活動および整備内容とその効果について比較・分

析を行うことで，環境整備における住民の防災意識向上に有効な要素を明らかにするものである． 
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1. はじめに 

 

(1) 研究の背景 

我が国において高度経済成長期に大量に建設された住

宅団地は，近年施設の老朽化の問題に直面している．ま

た，居住者の高齢化について UR都市機構の調査による

と，UR 賃貸住宅の「世帯主年齢」，「高齢者（65 歳以

上）がいる世帯の割合」，「高齢者（同）単身世帯の割

合」のすべてが全国平均を上回っており注 1)，社会全体

での高齢化問題以上に深刻な状況がうかがえる．さらに，

住宅団地が多く立地する都市部，特にひとり暮らし世帯

や集合住宅においては，住民の高齢化によりコミュニテ

ィの希薄化が懸念されている．以上の背景から，住宅団

地にはこれらの社会変化に応じた再整備が求められてい

る． 

また，我が国では毎年のように自然災害による甚大な

被害が発生しており，住民の防災意識の高まりから防災

機能を考慮した環境整備が求められている．災害対策の

基本は公助・共助・自助が機能することだが，阪神・淡

路大震災や東日本大震災等の大規模な災害時には行政自

体が被災し，被災者の支援が行えない状態となることで

公助には限界があること，それにより自助・共助の必要

性が高まった．住宅団地も例外でなく，共助を担保でき

るような防災対策や再整備とは何かを明らかにする必要

がある． 

 

(2) 既往研究，本研究の目的 

防災まちづくりに関する研究は少なくない．例えば，

若林ら 1)は，東京都港区にある高層マンションの意識調

査で，近所づきあいは希薄だが，災害時の共助は必要と

していること，日常のコミュニティを重視する層が少な

いわけではないことを示している．また，藤田ら 2)は，

秋田市の自主防災活動についての研究で，防災まちづく
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りを充実させるには，日常的な地域活動をはじめとする

地域コミュニティの活性化が極めて重要であると指摘し

ている．山内ら 3)は，東日本大震災で被災した自治会の

活動実績から，実際の災害時における機能の有効性につ

いて調査・分析しており，日々の自治会活動が実際の災

害時に有効に作用したことを明らかにしている． 

以上のように，防災意識と地域コミュニティの関係を

対象とした研究はなされているが，環境整備の目的や住

民構成などの背景や与条件，防災意識と整備内容の関係

について共通の評価軸で比較分析した研究や，今後環境

整備が進むと予想される地方都市の事例を対象としたも

のは多くない． 

したがって本研究は，住民の防災意識に関する住環境整

備に着目し，今後のコミュニティ再編策にとって有用な

知見を得ることを目的とする．そして，住宅団地の再整

備の視点から，団地住民へアンケート調査，団地関係者

へヒアリング調査を行い，環境整備による地域コミュニ

ティの強化や防災意識との関係の把握を試みる． 

 

 

2. 調査概要 

 

(1) 調査対象 

本研究の対象は， 福岡市内の 3 つの UR 住宅団地とし

た．選定の理由は，住宅団地住民の防災意識を調査する

にあたり，防災広場の設立や防災活動等環境整備による

影響を比較するためである． 表-1 に対象団地および整

備内容の概要を示す． 

  

(2) 調査内容 

 今回の調査は，高齢化や住民の交流状況等個々の住宅

団地の状態を把握するとともに，整備の目的や整備過程

における住民の参加状況，整備結果や，住民の防災意識

の変化などの効果の違いを比較分析により明らかにする

ことを目的とする．環境整備の背景については，整備計

画に携わった関係者にヒアリングを行い，整備の効果に

ついては，団地住民に利用状況および交流状況等に関す

るアンケート調査を実施し，その集計結果をもとに比較

分析を行う． 

アンケート調査は，城西団地，宝台団地，原団地の住

民を対象に，令和 4年 10月～11月に実施する．質問項

目は，個人属性と環境整備の利用実態，防災意識に関す

るものからなり，回答方式はリッカート尺度法による 4

段階評価，5 段階評価，および自由記述とする．また，

紙媒体のアンケートと並行して，オンラインでの調査も

試みる．  

  

 

3. おわりに 

 

本研究は，住宅団地における建物の老朽化および住民

の高齢化によるコミュニティの弱体化に伴って，団地内

における環境整備への需要が高まりつつある背景を受け，

コミュニティ再編策としての環境整備に関する有用な知

見を得ることを目的に，福岡市内の 3つの住宅団地の事

例を調査し，環境整備の設立が団地内および地域コミュ

ニティ，また住民の防災意識に与える影響の比較・分析

および考察を行ったものである．令和 4年 10月～11月

に調査を実施し，結果については当日会場にて報告する． 
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表-1 対象団地の概要 

 城西団地 宝台団地 原団地 

戸数 357戸 590戸 1,870戸 

管理年数 18～23年 52年 35～56年 

整備内容 
防災公園 

整備予定 
なし 防災公園 

開設年月 未定 
 

2015年？ 

整備施設 

概要 

・面積約 m2 

［防災公園の整備計画案］ 

・花壇ベンチ   ・かまどベンチ 

・収納ベンチ   ・防災パーゴラ 

・収納縁台    ・ソーラー照明  

・大小たくさんの公園 

・プレイロット  

・面積約 m2 

・8つの公園 

・キッチンカー  

利用者・ 

団体 

・団地住民    ・地域住民 

・近隣幼稚園   ・町内会  

・団地住民 

・地域住民 

・団地住民   ・地域住民 

・近隣幼稚園  ・近隣保育園 

その他 
 

自治会の防災意識が高い 九州で唯一防災公園設置済み 
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NOTES 

注1) 独立行政法人都市再生機構：UR 賃貸住宅ストック

の 現 状 と 活 用 ・ 再 生 等 に つ い て ，

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/con-

tent/001323214.pdf, pp. 3, 2019. 
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